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総合評価で立ち遅れる
日本の情報通信第 節2

ICT競争力ランキングによる評価1

前節では日本の情報通信産業の現状と課題を確認したが、本節では日本の情報通信がどの程度進んでいると評

価できるのかを客観的に分析するために、二種類の国際比較を行った。まず、世界経済フォーラム（WEF）が公

表している「ICT競争力ランキング」に基づき、日本の情報通信の国際的な総合評価の概要を把握する。次に、日

本の情報通信の現状をより詳細に把握するため、「基盤」「利活用」「安心」の3つの観点から独自の国際比較を実

施する。

世界経済フォーラム（WEF）が、2009年3月に公表

した「ICT競争力ランキング（2008～2009年版）」では、

世界134の国・地域を対象に68項目の指標を総合評価し

て順位が算出されている。この評価結果に基づき、日

本の情報通信の国際評価を確認しておこう。

●日本のICT競争力は世界20位付近に低迷

図表2-2-1-1は、「ICT競争力ランキング」の主要国の

順位の推移を示したものである。日本の順位は2004年

に8位まで上昇したが、2007年は19位、2008年は17位と、

近年は20位付近に低迷している。一方、デンマークと

スウェーデンが3年連続で1位と2位を占め、北欧を中心

に欧州勢が上位10か国中7か国を占めている。北米では、

米国が3位、カナダが10位、アジアではシンガポールが

4位、韓国が11位、香港が12位、台湾が13位にランキン

グされ、日本はこれらの国・地域の後塵を拝する結果

となっている。

このランキングは、情報通信の「環境（市場、政

治・規制、インフラ）」「対応力（個人、企業、政府）」

「利用（個人、企業、政府）」の3つの要素（合計9の指

標群）からなる計68の指標を集計した「ICT競争力指

数（ネットワーク準備度指数）」に基づく。日本は、68

項目のうち、ブロードバンド利用のコストの低さ、国

内のICT供給能力等2項目で1位、研究者や技術者の数

や企業の研究開発費等5項目で2位、特許で3位等高い評

価を受ける一方、税率で102位、高等教育進学率で96位、

経営大学院の質で82位、ICTを使った政府の効率性が

78位、政府のICT推進で59位等著しく低い評価を受け

た項目も少なくない。9の指標群ごとにみると、「個人

の対応力」（31位）、「政府の対応力」（25位）、「政府の

利用」（34位）の評価が特に低くなっている。
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日本のICT競争力の順位は2008年に17位となり、近年は20位付近に低迷�

※　網掛けは日本の順位が25位以下の指標。順位は2008年の順位。（　）は前年順位及び比較�
�

WEF（2009）“The Global Information Technology Report 2008-2009”により作成�
http://www.weforum.org/en/initiatives/gcp/Global%20Information%20Technology%20Report/index.htm�

�
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4�

8�

10�

6�

11�

19�

12�

13�

15�

9�

17�

14�

20�

23�

16

総合�

「環境」構成指標�

市場環境�

政治・規制�

インフラ環境�

「対応力」構成指標�

個人の対応力�

企業対応力�

政府の対応力�

「利用」構成指標�

個人の利用�

企業の利用�

政府の利用�

20位（18位↓）�

12位（14位↑）�

18位（14位↓）�

20位（21位↑）�

20位（12位↓）�

31位（27位↓）�

11位（ 9位↓）�

25位（14位↓）�
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13位（22位↑）�
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34位（31位↓）�
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5
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図表2-2-1-1 世界経済フォーラムによるICT競争力ランキングの推移
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●ICT競争力ランキングは日本の情報通信の現状を的確

に評価するには不向きな面も

「ICT競争力指数」は図表2-2-1-2に示す68項目の指標

を集計しているが、次の問題点を抱えている。

① 税制、金融、教育、司法、政治等の情報通信と直

接関係のない項目が多い。

② 各国・地域の有識者へのアンケート調査で評価し

ている定性的な項目が多い。

③ 世界中の国・地域を比較するため、固定電話等の

既存技術に関する項目が豊富な一方で、第3世代携帯

電話や光ファイバ等の新技術に関する項目が少ない1。

④　「利用」の要素には、インターネットや携帯電話

の普及率、インターネット帯域等の指標が含まれてい

るが、これらはむしろ基盤整備に関する指標であり、

コンテンツ・アプリケーション利用や産業利用等に関

する項目が少ない。

このような事情を考慮すると、世界経済フォーラム

の調査結果は、個別の項目の評価結果は参考となるも

のの、日本の情報通信の現状を適切に評価する上で、

「ICT競争力指数」に基づく総合ランキングには問題が

多い。したがって、世界経済フォーラムの調査結果に

依存するのではなく、これまで取り組まれてきた情報

通信政策の流れも踏まえた上で、より適切な評価方法

を検討することが必要である。

税制、金融等の情報通信と直接関係のない項目が多く、光ファイバ等の新技術に関する項目が少ない�

※　数字は日本の順位。（　）内は昨年の順位。また、網掛け部分は昨年よりも順位が上昇している項目�
�

WEF（2009）“The Global Information Technology Report 2008-2009”により作成�
http://www.weforum.org/en/initiatives/gcp/Global%20Information%20Technology%20Report/index.htm

ICT競争力�
指数�
17�
（19）�

環境�

市場環境�
12（14）�

インフラ環境�

個人の利用�

政治・規制�
18（14）�

個人の対応力�

企業の対応力�

政府の対応力�

企業の利用�

政府の利用�

20（21）�

13（22）�

31（27）�

11（9）�

25（14）�

4（3）�

34（31）�

対応力�

利用�

20�
（18）�

20�
（12）�

18�
（21）�

産業クラスターの動向5、政府規制の強さ9、デジタルコンテンツの使
いやすさ17

ベンチャーキャピタルの有効性48、金融マーケットの成熟度48、最新
技術の入手可能性13、特許3、先端技術製品の輸出14、税の範囲及び効
果93、起業に要する時間66、起業時の手続数60、国内競争の激しさ9、
報道の自由35、税率102

企業の研究開発費2、国内のICT供給能力1、コンピュータ・通信その他
のサービス輸入20

企業の社員教育5、特殊な研究・訓練サービスの国内での利用可能性
12、経営大学院の質82、研究開発の産学連携21、事務用電話加入初期
費用62、事務用電話月額料金33、国内のICT供給の質4

外国性技術許諾の普及度7、企業の技術吸収レベル2、イノベーション
能力2�

利用可能な新規電話回線数11、事業用インターネット利用の程度11�

政府でのICTの優先度41、先端技術製品の政府調達42、政府の将来ビジ
ョンでのICTの重要度31、電子政府準備度11

契約履行に要する手続数14、ISPの競争の質4、知的財産の保護14、契
約履行に要する時間20

法制度の効率性24、ICT関連の法整備32、司法の独立性25、紛争処理に
関する法制度の効率性17、知的財産権数15

電気生産力17、教育支出29

電話回線数32、安全なインターネットサーバーの数19、研究者や技術
者の数2、 科学研究施設の質15 、高等教育進学率96

PC台数10�

携帯電話加入者数60、ブロードバンド加入者数18、インターネット利
用者数10、インターネット帯域n/a

行政事務でのICTの存在感35

政府のICT推進59、オンライン行政手続の普及51、ICTを使った政府の
効率性78、電子政府参加度11

学校でのインターネット接続25、買い手の洗練度2

科学教育の質33、教育システムの質31、家庭用電話加入初期費用67、
月額電話料金27、ブロードバンドの最低費用6、ブロードバンド利用の
コストの低さ1、携帯電話通話料金n/a

図表2-2-1-2 世界経済フォーラムにおけるICT競争力指数の構成

１WEF事務局によれば、調査対象国・地域の約3分の2以上からデータが得られることが指標として採用する条件とされている。しかし、新技術の普
及の実態はデータが入手しにくく、この条件に合致しない。この考え方は、先端技術よりも陳腐化した技術に有利に働くため、積極的に新技術に
関するデータを採用し、データの得られない国・地域は推計値やゼロで代用するなど、評価の実効性を高める工夫が必要であり、日本からWEF事
務局に対して提案を行っている
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情報通信の「基盤」「利活用」「安心」の国際比較2

ここでは、日本の情報通信の現状について、これま

で取り組まれてきた情報通信政策との整合性も踏まえ

た上で、独自の手法により国際比較に基づく評価を行

った。

●情報通信の「基盤」「利活用」「安心」の3つの柱につ

いて、ICT先進7か国の国際比較を実施

日本の情報通信に関する国家戦略2は、平成13年に

e－Japan戦略が策定されてブロードバンドの「基盤」

整備が集中的に進められ、平成15年にe－Japan戦略Ⅱ

が策定された後には、政策の重点が基盤整備から情報

通信の「利活用」にシフトした。また、平成17年にな

って、u－Japan政策の推進が開始され、電子化（e）の

世界からユビキタス化（u）の世界へ歩を進めるととも

に、政策の柱に「安心」（利用環境整備）が加わって、

情報通信政策が「基盤」「利活用」「安心」の3本柱で推

進されるようになっている。

そこで、日本の情報通信の現状を、情報通信政策の

進捗状況の確認も含めて客観的に評価するために、「基

盤」「利活用」「安心」のそれぞれの柱について、ICT

の先進諸国との国際比較を実施することとした。

国際比較の対象としては、世界経済フォーラムの

「ICT競争力ランキング」における日本より上位の国の

中から、まず地域バランスを考慮して米国（3位）、英

国（15位）、韓国（11位）、次に同ランキングの高い順

にデンマーク（1位）、スウェーデン（2位）、シンガポ

ール（4位）を選択し、これに日本（17位）を加えた計

7か国での比較分析を行った。

（1）情報通信の「基盤」の国際比較

ア　評価手法

●新技術も含めた包括的な6分野12指標で、「基盤」の

進展度をバランス良く評価

情報通信の「基盤」については、国際比較可能な定

量的なデータが豊富に存在するため、単に利用料金や

通信速度に注目するのではなく、世界経済フォーラム

の調査で対象外とされていた新技術のデータも含め、

バランスよく包括的なデータで評価すべきである。そ

こで、図表2-2-2-1に示すとおり、情報通信基盤に関す

る（1）利用料金、（2）高速性、（3）安全性、（4）モバ

イル度、（5）普及度、（6）社会基盤性の6分野12指標3

で、7か国を評価した4。

利用料金、高速性、安全性、モバイル度、普及度、社会基盤性の6分野12指標でバランス良く評価�

(1) 利用料金�
�

(4) モバイル度�

(2) 高速性�(6) 社会基盤性�

(3) 安全性�(5) 普及度�

情報通信基盤�
評価指標�

①電話基本料金�

②ブロードバンド料金�

⑦第3世代携帯比率�

⑧携帯電話普及率�

⑪インターネット�
　ホスト数�
⑫ICT投資割合�

⑨インターネット�
　普及率�
　　　⑩ブロードバンド�
　　　　普及率�
�

⑤安全なサーバー数�
⑥パソコンの�
　ボット感染度�

③光ファイバ比率�
④ブロードバンド速度�

図表2-2-2-1 情報通信の「基盤」の評価に使用する指標の構成

２詳細については、第2部第5章第1節を参照
３6分野の指標は次のとおり。（1）利用料金（①電話基本料金、②ブロードバンド料金）、（2）高速性（③光ファイバ比率、④ブロードバンド速度）、
（3）安全性（⑤安全なサーバー数、⑥パソコンのボット感染度）、（4）モバイル度（⑦第3世代携帯比率、⑧携帯電話普及率）、（5）普及度（⑨イ
ンターネット普及率、⑩ブロードバンド普及率）、（6）社会基盤性（⑪インターネットホスト数、⑫ICT投資割合）

４詳細については、付注5参照
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総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成21年）により作成�

日本は「高速性」に特に優れ、「安全性」「モバイル度」でも高評価�
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図表2-2-2-3 情報通信の「基盤」に関する指標別の偏差値

イ　総合ランキング

●情報通信の「基盤」の総合評価では、日本は世界最

先端

各指標は、恣意性を排除し中立性を確保するため、

国際機関等によって既に公表されている最新データを

原則としてそのまま利用5した上で偏差値化した。そし

て、各国ごとに全指標の偏差値平均を求めて総合ラン

キングを作成した。図表2-2-2-2がその結果であるが、1

位は日本、2位は韓国、3位はスウェーデン、次いでデ

ンマーク、米国、シンガポール、英国の順となった6。

ウ　分野別の評価

●分野別にみると、日本は「普及度」や「社会基盤性」

の分野に課題

図表2-2-2-3は、各国の偏差値を12の指標別に示した

ものである。日本は「ブロードバンド料金」「光ファイ

バ比率」「ブロードバンド速度」「パソコンのボット感

染度」「第3世代携帯比率」の5つの指標で1位となり、

「高速性」が特に優れているとともに「安全性」「モバ

イル度」でも評価が高い。

なお、2位の韓国は、「ICT投資割合」で1位となった

他、「光ファイバ比率」「第3世代携帯比率」「インター

ネット普及率」「ブロードバンド普及率」の評価が高い。

3位のスウェーデンは、「インターネット普及率」で1位

となった他、「ブロードバンド普及率」「携帯電話普及

率」の評価が高く、他の項目もほぼ50台の偏差値とな

りバランスが良い。

５①電話基本料金、②ブロードバンド料金、⑥パソコンのボット感染度といった、値が低いほど評価が高くなる指標については逆数をとっている。
なお、②については、ITUの日本とオランダのデータがゼロであったため、同調査結果のテクニカルノートに記されていた計算方法により推計し
データを補足した（詳細は付注5を参照）
６総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成21年）では、24か国を対象とした調査を行っており、24か国で比較した偏差値のうち、7か国の値
を抜き出した結果を示している

情報通信の「基盤」の総合評価では日本は7カ国中1位�

総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成21年）により作成�
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図表2-2-2-2 情報通信の「基盤」に関する国際ランキ
ング
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図表2-2-2-4は、各指標の1位国と日本を比較したレー

ダーチャートである。日本は5指標で1位となる一方、

「携帯電話普及率」「インターネット普及率」「ブロード

バンド普及率」「インターネットホスト数」「ICT投資

割合」等の指標では1位の国との差が大きく、特に「普

及度」や「社会基盤性」に重点を置いて基盤整備を進

めていく必要がある。

総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成21年）により作成�

日本は特に「普及度」や「社会基盤性」に重点を置いて基盤整備を進めるべき�
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図表2-2-2-4 情報通信の「基盤」に関する指標の1位国と日本の比較
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COLUMN

本節2.（1）で、日本の情報通信基盤がICT先進国

7か国の中で1位の評価となったが、世界すべての

国・地域の中でも日本が1位と理解して良いのだろ

うか。ここでは、類似の国際比較調査を2つ紹介し

よう。

1）オックスフォード大学等による「ブロードバン

ド品質スコア」

英オックスフォード大学とスペインオビエド大学

は、2008年9月に「ブロードバンド品質スコア

（BQS）」を公表した。この調査では、ダウンロード

速度、アップロード速度、遅延時間に関する3つの

指標を用い、欧州、北米、OECD加盟国、BRICs等

42か国のブロードバンド品質を評価した結果、図表

1に示すとおり日本が1位となっている。また、現在

のアプリケーション（ウェブページ閲覧、音楽ダウ

ンロード等）と次世代のアプリケーション（遠隔医

療、高精細IPTV、家電自動制御等）に必要となる品

質基準値は、それぞれ32と75とされており、これら

の基準値を超えているのは日本のみである。なお、

ブロードバンド品質スコアとブロードバンドの世帯

普及率の二軸で各国を評価し、前者が特に高い日本

と後者が特に高い韓国を「ブロードバンドリーダー」

と位置づけている。

2）国際電気通信連合による「デジタル利用機会指

数」

国際電気通信連合（ITU）は、情報社会の進展度

を定量化するための「デジタル利用機会指数（DOI）」

を公表している。この指数は「利用機会」「基盤」

「利用」の3分類に基づくインターネットや携帯電話

等の料金や普及率、ブロードバンド比率等の計11指

標を集計したもので、世界181か国・地域の評価を

行ってランキングを作成している。図表2は2007年

の評価結果を示すが、韓国が1位、日本が2位となっ

ている。

このように、各種調査結果をみても、日本が世界

最高水準の情報通信基盤を誇るという評価でほぼ共

通していると考えられる。

日本の情報通信基盤は、本当に世界最先端の水準か？

デジタル利用機会は韓国が1位、日本は2位�

ITU“Digital Opportunity Index (DOI)”により作成�
http://www.itu.int/ITU-D/ict/doi/index.html
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図表2 デジタル利用機会の国際比較

ブロードバンド品質スコアは日本が1位�

"A global study of broadband quality September2008"  �
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平成21年版　情報通信白書54

世
界
経
済
の
変
動
と
日
本
の
情
報
通
信

第

章
2

第1部　日本復活になぜ情報通信が必要なのか

（2）情報通信の「利活用」の国際比較

ア　評価手法

●「利活用」の10分野を設定し、各分野の情報通信サ

ービスの利用状況について7か国でウェブ調査を実施

次に、世界最高水準の情報通信基盤をどれだけ有効

に利用できているかを把握するために、情報通信シス

テムやサービスの利活用の進展度を評価する。情報通

信の「利活用」については、「基盤」のように多数国間

で国際比較可能な定量データがほとんど存在しないた

め、前述の調査対象7か国の国民利用者を対象にウェブ

アンケート調査を実施し7、統一的に国際比較を行うこ

ととした。その際、情報通信の「利活用」の対象分野

として、①医療・福祉、②教育・人材、③雇用・労務、

④行政サービス、⑤文化・芸術、⑥企業経営、⑦環

境・エネルギー、⑧交通・物流、⑨安心・安全、⑩電

子商取引の10分野を設定し、各分野の全体的な利活用

状況とともに、各分野に含まれる具体的な情報通信シ

ステム・サービスを3件ずつ例示し8、それぞれの利活

用状況についても尋ねている。

アンケートでは、まず各分野に該当する情報通信シ

ステム・サービスについて「利用したことがある」「利

用したことはないが、名前や内容は知っている」「名前

や内容を知らない」の選択を求め、「利用したことがあ

る」の回答率を利用率とした。次に、各分野に含まれ

る具体的な情報通信システム・サービスの利用率を把

握するため、各分野で「利用したことがある」と回答

した利用者に対して、例示した3件の情報通信システ

ム・サービスごとの利用状況を尋ね、「利用したことが

ある」の回答率を利用率とした。

イ　総合ランキング

●情報通信の「利活用」で立ち遅れる日本

各国における10分野の利活用状況を総合的に比較す

るため、各分野の利用率9を合計した平均値から各国の

利活用に関する偏差値を算出した。その結果、図表2-2-

2-5に示すとおり、最も利活用が進んでいるのはシンガ

ポール、次いでデンマーク、韓国、スウェーデンとな

り、日本は7か国中5位となっている。なお、上位4国と

下位3国との間には11ポイントを超える差があり、上位

4国を利活用先進国、下位3国を利活用後進国と位置付

けることができる。

情報通信の「利活用」の総合評価では日本は7か国中5位�

※　各分野の利用率を合計した平均値から偏差値を算出�
�

（出典）総務省「ICT関連動向の国際比較調査」（平成21年）�
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図表2-2-2-5 情報通信の「利活用」に関する国際ラン
キング

７アンケート調査の実施の詳細については、付注6参照
８各分野で尋ねた情報通信システム・サービスについては、付注7参照
９「企業経営」に関しては、回答者のうち就業者（「経営者・会社役員」「会社員（事務職）」「会社員（技術職）」「会社員（その他）」「自営業」「専門
職」「公務員」）のみの利用率を用いている
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ウ　分野別の評価

●「医療・福祉」「教育・人材」「雇用・労務」「行政サ

ービス」「企業経営」の5分野の遅れが顕著

図表2-2-2-6は、各国の偏差値を利活用の10分野ごと

に示したものである。日本は「医療・福祉」「教育・人

材」「雇用・労務」「行政サービス」「企業経営」の5分

野の偏差値が30台と低く、利活用の遅れが顕著である。

他方、「交通・物流」では日本が最も偏差値が高く、

「文化・芸術」「電子商取引」「安心・安全」「環境・エ

ネルギー」でもほぼ平均的な評価となっている。

1位のシンガポールを見ると、「教育・人材」「行政サ

ービス」「企業経営」の3分野で最も偏差値が高く、そ

のほかの分野も全般的に高評価である。2位のデンマー

クは、「雇用・労務」「環境・エネルギー」「電子商取引」

の3分野で最も偏差値が高く、「医療・福祉」「行政サー

ビス」「文化・芸術」でも高評価である。3位の韓国は

「医療・福祉」「文化・芸術」「安心・安全」の3分野で

最も偏差値が高いのが特徴的である。

図表2-2-2-7は、利活用の各分野の1位国と日本におけ

る利用率を比較したレーダーチャートである。1位国を

みると、「電子商取引」（82.9％、デンマーク）と「行政

サービス」（68.3％、シンガポール）の利用率が特に高

いほか、「雇用・労務」「交通・物流」「教育・人材」

「文化・芸術」の4分野では利用率が5割を超えている。

一方、「医療・福祉」「企業経営」「環境・エネルギー」

「安心・安全」の4分野は利用率が3～4割にとどまって

おり、国際的にも本格的な利活用の拡大はこれからと

いう状況にある。

こうした中で、日本の利用率は、偏差値の低い「医

療・福祉」（17.0％）、「教育・人材」（17.4％）、「雇用・

労務」（35.0％）、「行政サービス」（29.3％）、「企業経営」

（13.8％）の5分野で1位国との差分が25～40ポイントと、

大きく遅れている状況にある。他方、「電子商取引」

（66.8％）、「交通・物流」（60.7％）、「文化・芸術」

（45.7％）における利用率は比較的高くなっている。

日本は「医療・福祉」「教育・人材」「雇用・労務」�
「行政サービス」「企業経営」の分野で遅れが顕著�

（出典）総務省「ICT関連動向の国際比較調査」（平成21年）�
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エ　具体的な情報通信システム・サービスの利用率

●年金シミュレーション、遠隔教育、テレワーク、電

子確定申告・納税等の利用率の低さが顕著

図表2-2-2-8は、利活用の各分野において例示した具

体的な情報通信システム・サービスの利用率について、

日本と1位国との差が20ポイント以上と、10ポイント以

内のものを示している。まず、差が20ポイント以上の

ものをみると、病院や診療所の電子カルテやインター

ネットで年金シミュレーションができるシステムとい

った「医療・福祉」、インターネットを利用した在宅学

習システムや校内LANによるデジタルコンテンツを教

室で利用できるシステムといった「教育・人材」、イン

ターネットを利用して、求人情報等を提供するシステ

ムやテレワークシステムといった「雇用・労務」、行政

窓口に出向かず電子申請や確定申告・納税手続きがで

きるシステムといった「行政サービス」の分野におい

て、日本の利用率が1位国を大きく下回っていることが

分かる。

次に、1位国との利用率の差が10ポイント以内のもの

をみると、携帯端末を使った観光案内といった「文

化・芸術」、インターネット等での気象情報提供といっ

た「環境・エネルギー」、ICカードを利用した電子乗車

券、宅配状況確認システム、高度道路情報システムと

いった「交通・物流」の分野がみられ、日本でのこれ

らのシステム・サービスの利用率は1位国と比較して遜

色ない状況である。

「医療・福祉」「教育・人材」「雇用・労務」「行政サービス」等の利用率で日本と1位国の間に大きな差�

（出典）総務省「ICT関連動向の国際比較調査」（平成21年）�
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社会人を対象とした生涯学習を、�
インターネットなどを利用して在宅で受けられるシステム（教育・人材）�

テレビ電話などを利用して、在宅で授業を受けたり、�
他の学校の授業に相互に参加できるシステム（教育・人材）�

校内LANにより、インターネット接続やデジタルコンテンツを教室で�
利用できるシステム（教育・人材）�

インターネットを利用して、求人情報や、就職や転職に必要な情報を�
提供するシステム（雇用・労務）�

自宅で会社のメールを確認したり、テレビ会議でオフィスにいる人と�
打ち合わせができるテレワークシステム（雇用・労務）�

国内の本社と海外拠点、自社と顧客などの離れた場所にいる複数の人が�
一同に参加できるオンライン会議システム（雇用・労務）�

行政窓口などに出向かずに、自宅などからインターネットを利用して�
申請・届出や、図書館の本や施設の予約ができるシステム（行政サービス）�

インターネットを利用して、確定申告の手続きや納税ができるシステム�
（行政サービス）�

選挙などの際に、インターネット経由や投票所の情報端末などで�
電子的に投票できるシステム（行政サービス）�

企業間（B2B)取引において、ウェブサイトを通じて、商品の受発注などの�
商取引や代金決済などを電子的に実現するシステム（企業・経営）�

銀行の残高照会や振込、有価証券の売買などの金融取引をオンラインで�
行えるシステム（電子商取引）�

パソコンや携帯端末を利用して、観光情報の閲覧や、�
街頭での音声案内などを利用できるシステム（文化・芸術）�
インターネットや携帯電話を通じて、場所や時間に応じた�

詳細な気象情報などを提供するサービス（環境・エネルギー）�
家庭などにおける水道・電気・ガスなどの使用状況を遠隔で�

モニタリングできるシステム（環境・エネルギー）�
空調や照明の自動制御や消費電力量の見える化、文書のペーパレス化などにより、�

環境負荷の低減を実現するシステム（環境・エネルギー）�
ICカードなどを用いて、チケットレス／キャッシュレスで、�

鉄道やバスなどに乗れる電子乗車券（交通・物流）�
宅配便などで荷主や荷物の受け取り側が、宅配状況を確認できるシステム�

（交通・物流）�
リアルタイムの交通情報提供や、有料道路の料金自動支払などにより、�

交通を円滑にするシステム（交通・物流）�
災害発生時に、インターネットや携帯電話を利用して、�

家族や会社の同僚などの安否を確認できるシステム（安心・安全）�

（％）�

（％）�

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1位国�

1位国�

（日本と1位国の差分が20ポイント以上の事例）�

（日本と1位国の差分が10ポイント以内の事例）�

8.3
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32.3
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60.5

21.8

34.9
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1位国�日本�

1位国�日本�

デンマーク�

デンマーク�

スウェーデン�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

シンガポール�

韓国�

韓国�

韓国�

韓国�

韓国�

韓国�

韓国�

図表2-2-2-8 具体的な情報通信システム・サービスの利用率に関する日本と1位国の比較
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総合評価で立ち遅れる日本の情報通信第2節

（4）「基盤」「利活用」「安心」の三本柱による今後の政策展開

以上、情報通信の「基盤」「利活用」「安心」の3つの

視点から、ICT先進7か国の国際比較により評価を行っ

てきたが、その結果をまとめてみよう。

●「基盤」は世界最高水準にあるが、「普及度」や「社

会基盤性」に課題

情報通信の「基盤」については、総合評価でICT先

進7か国中1位となり、世界最高水準を維持しているこ

とが確認された。ただし、指標ごとにみていくと、「普

及度」や「社会基盤性」を示す指標では、評価が低い

ことも明らかになった。このような評価結果を踏まえ、

今後は次のような政策展開が必要となるだろう。

まず、「普及度」を高めるために、情報格差解消への

取組を強化すべきである。例えば、ブロードバンド・

ゼロ地域の解消、携帯電話のエリア整備の促進、地上

デジタル放送への完全移行の推進等により、国民や企

業における情報格差を可能な限り解消していくことが

求められる。一方、「社会基盤性」を高めるためには、

情報化投資を加速すべきである。日本の社会・経済活

動は、既にさまざまな形で情報通信基盤に大きく依存

しており、この基盤に障害が起これば、社会が混乱に

陥ることが免れない。この現代社会の神経網とも言う

べき社会基盤を維持していくために、集中的な資源配

分を行い、情報化投資を大幅に加速していくことが必

要である。

なお、具体的な政策展開の方向性については、第3章

第1節で分析する。

●「利活用」と「安心」を両輪とした情報通信利用の

普及促進が課題

情報通信の「利活用」と「安心」に関する総合評価

の結果を用い、各国のポジショニング分析を行ったも

のが図表2-2-2-16である。この結果、デンマーク、スウ

ェーデン、シンガポールの3か国は「情報通信の利活用

が進み、安心感も高い国」と位置付けられる。一方、

日本は「情報通信の利活用が遅れ、安心感も低い国」

と位置付けられ、デンマーク等の3か国と対極的な位置

にある。日本が世界最高水準の「基盤」を活かしつつ、

真の意味で「世界最先端のICT国家」となるためには、

バランスの良い3か国のポジションに移行できるよう、

「利活用」と「安心」を両輪とした情報通信利用の普及

促進策が必要となるだろう。

「利活用」と「安心」のバランスのよいデンマーク等の3か国と日本が対極の位置にある�

（出典）総務省「ICT関連動向の国際比較調査」（平成21年）�

ICTの利活用が進んでおり、�
ICTに対する安心感も高い�

ICTの利活用は進んでおらず、�
ICTに対する安心感も低い�

デンマーク�

英国�

日本�

韓国�

米国� シンガポール�
スウェーデン�

30 40 50 60 70
30

40

50

60

70

安
心
意
識
（
偏
差
値
）�

利活用状況（偏差値）�

図表2-2-2-16 情報通信の「利活用」と「安心」の関係
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第1部　日本復活になぜ情報通信が必要なのか

このような評価結果を踏まえ、今後は次のような政

策展開が必要となるだろう。

まず、「利活用」を推進するためには、利活用先進国

であるデンマーク、スウェーデン、シンガポール、韓

国の事例を真しに学び、国内の情報通信政策に積極的

に取り入れていくことが必要となるだろう。具体的な

政策展開の方向性については、第3章第2節で分析する。

次に、「安心」を高めるためには、安心感の高い5か

国の事例を学ぶことも必要であるが、既に見たように、

文化的背景や国民性が影響している可能性もあり、諸

外国の先進事例が日本の利用者の「安心」を高めるこ

とにつながるか必ずしも明確でない。むしろ、国内の

利用者を対象として、「安心」を高め「不安」を低める

要因として何が効果的かを丹念に分析し、「安全」が

「安心」につながる方策を模索すべきであろう。具体的

な政策展開の方向性については、第3章第3節で分析す

る。

●政府による積極的な情報通信政策の展開が不可欠

図表2-2-2-17は、「利活用」と「安心」のバランスの

とれたデンマーク、スウェーデン、シンガポールの3か

国と、「利活用」と「安心」のともに遅れた日本とを、

政府部門の情報通信政策への取組の観点から比較した

ものである。デンマーク等の3か国は、政府内での情報

通信政策の優先度や電子政府への取組といった面で世

界最高水準の評価を受けているが、日本の評価は低迷

しているのが対照的である。

このような状況を踏まえると、政府部門に課せられ

た役割は大変重要である。国や自治体が密接に協力し、

情報通信政策のビジョンを明確に示してさまざまな資

源配分を情報通信分野に重点化させていくとともに、

電子政府や電子自治体といった政府自らの業務改革を

要する作業も加速化させていくことが必要である。世

界的な経済危機にも直面する中で、政府部門が情報通

信分野でいっそう積極的な役割を果たすことが期待さ

れる時代を迎えている。

WEF（2009）“The Global Information Technology Report 2008-2009”により作成�
http://www.weforum.org/en/initiatives/gcp/Global%20Information%20Technology%20Report/index.htm�

�

ICT国際競争力ランキングにおける政府関連指標をみると、3か国はどの指標も概ね高いが、日本はすべての指標が低迷�

行政事務での�
ICTの存在感�

4位�

3位�

1位�

35位�

3位�

8位�

1位�

78位�

3位�

4位�

2位�

51位�

6位�

7位�

1位�

59位�

7位�

11位�

1位�

31位�

3位�

7位�

1位�

41位�

デンマーク�

スウェーデン�

シンガポール�

日本�

ICTを使った�
政府の効率性�

オンライン行政
手続の普及�

政府のICT推進�
政府の将来�
ビジョンでの
ICTの重要性�

政府でのICTの�
優先度�

図表2-2-2-17 デンマーク、スウェーデン、シンガポール、日本の主な政府関連指標の比較
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　我が国は世界最高水準の ICTアプリケーションサービスを受けられる環境が整備されているといわれているが、
本当なのであろうか。また、依然残るといわれている情報格差についてはどのような状況なのであろうか。以下で
は、我が国の情報通信基盤の現状について、国際データを活用して多角的に検証するとともに、ブロードバンドが
全世帯に普及し、より便利で快適なアプリケーションが活用できるようになることによる消費者側の経済効果につ
いて推計する。

2
Chapter ブロードバンドサービス普及による国民のメリット3

ア　評価手法
●包括的な 8分野 16指標で、ICTの基盤（整備、普及）及び利活用の進展度をバランスよく評価
　平成 21年版情報通信白書第 1部第 2章第 2節 2（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/
ja/h21/html/l2220000.html）では、我が国を含む 7か国（日本、米国、英国、韓国、シンガポール、スウェー
デン、デンマーク）の基盤及び利活用の国際比較結果を掲載した。本年は、ICTの進化、諸外国における ICTの
普及及び発展状況などを勘案した包括的かつバランスのとれた 8分野 16指標（図表 1-1-3-1）を用いて、我が国
の ICT基盤及び利活用の進展度を、25か国 17間の比較により評価することとした。

（1）我が国の ICTの基盤及び利活用に関する国際比較

（出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成22年）

基盤（整備）については3分野6指標、基盤（普及）については2分野6指標、利活用については3分野4指標を用いて、それぞれ評価

基盤（整備）

基盤（普及）

利活用 （２）企業インターネット活用度

１．個人の利活用 ２．企業の利活用

（３）国民向けサービス充実度

（４）行政内部効率化貢献度

３．政府の利活用

（９）モバイルブロードバンド普及率

（８）携帯電話普及率（５）インターネット世帯普及率

（６）固定ブロードバンド普及率

４．固定ネット普及 ５．モバイル環境普及

６．先進性 ７．安定性

（１４）安全なサーバ数

（１３）固定ブロードバンド品質（１１）固定ブロードバンド最高速度

（１６）光ファイバ比率

（１０）携帯電話料金（７）固定ブロードバンド料金

（１２）第３世代携帯比率

８．許容性

（１５）インターネットホスト数

指標

分野凡例：

（１）個人インターネット利用率

 図表 1-1-3-1 我が国の基盤（整備、普及）及び利活用の進展度評価に使用する指標の構成

　各指標は恣意性を排除かつ中立性を確保するため、国際機関等によって既に公表されている最新データを原則そ
のままの形で利用 18した上で、25か国間での偏差値を算出し、比較した。

17  地域バランス、出典データの入手容易性及び公表の継続性等を考慮して、［1］日本、［2］米国、［3］英国、［4］韓国、［5］シンガポール、［6］スウェー
デン、［7］デンマーク、［8］イタリア、［9］インド、［10］オーストラリア、［11］オーストリア、［12］オランダ、［13］カナダ、［14］スイス、［15］
スペイン、［16］ドイツ、［17］ニュージーランド、［18］フィンランド、［19］ブラジル、［20］フランス、［21］ベルギー、［22］ポルトガル、［23］
南アフリカ、［24］ロシア、［25］中国を対象とした

18  詳細については付注 3を参照。また、（7）固定ブロードバンド料金、（10）携帯電話料金については、値が低くなるほど評価が高くなるため、逆
数をとっている。さらに事実誤認が明らかな場合、出典のデータをそのまま用いると公平性に欠ける場合にはデータを加工している
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第1部 ICTの利活用による持続的な成長の実現～コミュニケーションの権利を保障する「国民本位」の ICT利活用社会の構築～

イ　全体及び分野別の評価結果
●全体の総合評価は 25か国中第 2位で、基盤（整備）が先行する一方、基盤（普及）と利活用に課題
　比較した結果を図表 1-1-3-2 に示す。ICTの基盤（整備、普及）及び利活用の進展度を表す全体の総合評価（ICT
総合進展度）では、第 1位は韓国、第 2位は日本、第 3位デンマーク、次いで、スウェーデン、　米国となり、我
が国は 25か国中第 2位という結果となった。
　続いて、基盤、利活用別及び分野別の詳細な結果をみてみよう。基盤（整備）については、分野別で比べると「7. 安
定性」が第 4位であるものの、「6. 先進性」及び「8. 許容性」の双方で第 1位となっているため、総合でみると我
が国が第 1位という結果となった。
　基盤（普及）をみると、分野別では「4. 固定ネット普及」が第 7位、「5. モバイル環境普及」が第 11位である
ことから、総合で第 8位となり、基盤（整備）の第 1位と比べるとやや見劣りのする結果となっている。
　そして、利活用については、総合では第 16位で中央（13位）より下位といったように、基盤（整備及び普及）
の評価を考えると、極めて下位の順位となっている。これについて分野別の詳細な結果をみると、「1. 個人の利活用」
は第 9位、「2. 企業の利活用」は第 8位であり、これらは基盤（普及）の総合の第 8位とほぼ同様となっている。
しかし、「3. 政府の利活用」は第 18位と、今回評価した分野の中で最も低い順位を示しており、今後、特に注力
が求められる分野であることが浮き彫りとなった。

※　グラフの値は全て偏差値（小数点第二位以下四捨五入）。また上位5か国（日本が含まれない場合は6番目に日本を追記）のみを掲載
※　各分野の偏差値は、含まれるすべての指標（偏差値）の平均
※　「利活用　総合」「基盤（普及）総合」「基盤（整備）総合」は、含まれる各分野の偏差値の平均
※　「ICT総合進展度」は全ての指標の偏差値の平均

（出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成22年）

我が国のICT総合進展度は25か国中第2位、内訳を見ると、基盤（整備）が第1位、基盤（普及）が第8位、利活用が第16位となっている

基盤（普及）　総合

第８位 第１１位

利活用　総合

第１６位 第９位
１．個人の利活用

第８位
２．企業の利活用

第１８位
３．政府の利活用

第７位
４．固定ネット普及 ５．モバイル環境普及

基盤（整備）　総合

第１位 第１位
６．先進性

第４位
７．安定性

第１位
８．許容性

（１）個人インターネット利用率：９位

（５）インターネット世帯普及率：５位

（６）固定ブロードバンド普及率：１３位

（７）固定ブロードバンド料金：６位

（８）携帯電話普及率：２１位

（９）モバイルブロードバンド普及率：１位

（１０）携帯電話料金：２１位

（２）企業インターネット活用度：８位
（４）行政内部効率化貢献度：２３位

（３）国民向けサービス充実度：１０位

（１２）第３世代携帯比率：１位

（１１）固定ブロードバンド最高速度：１位

（１４）安全なサーバ数：１４位

（１３）固定ブロードバンド品質：２位

（１６）光ファイバ比率：１位

（１５）インターネットホスト数：１１位

第１位　スウェーデン60.8 

第２位　オランダ　60.3 

第３位　デンマーク　59.2 

第４位　フィンランド　58.7 

第５位　スイス　   56.3 

第８位　日本　   55.7 

第１位　スウェーデン　64.9 

第２位　米国　64.1 

第３位　韓国　61.2 

第４位　カナダ　59.8

第５位　デンマーク　58.3 

第８位　日本　56.1 

第１位　韓国　66.1 

第２位　シンガポール　64.1 

第３位　米国　60.7 

第４位　カナダ　60.1 

第５位　デンマーク　57.3 

第１８位　日本　45.7 

第１位  韓国  64.7 

第２位  スウェーデン  61.9 

第３位  デンマーク　61.8 

第４位  スイス  60.8 

第５位  オランダ  59.4 

第７位  日本   56.0 

第１位　シンガポール　67.3 

第２位　デンマーク　61.0 

第３位　オーストリア　60.2 

第４位　イタリア　57.1 

第５位　ポルトガル　54.8 

第１１位　日本　51.9 

第１位　日本　77.8 

第２位　ポルトガル　69.2 

第３位　韓国　60.2 

第４位 オーストラリア　53.5 

第５位 スウェーデン　52.8 

第１位　韓国　66.2 

第２位　オランダ　62.9 

第３位　スウェーデン　61.6 

第４位　日本　61.0 

第５位　デンマーク　59.8 

第１位　日本　67.0 

第２位　米国　64.9 

第３位　韓国　   59.1 

第４位　デンマーク　57.8 

第５位 スウェーデン　56.8 

第１位　韓国　62.4 

第２位　米国　60.1 

第３位　カナダ　58.9 

第４位　スウェーデン　58.6 

第５位　シンガポール　58.5 

第１６位 日本　 50.8 

第１位　デンマーク　61.4 

第２位　シンガポール　59.8 

第３位　韓国　59.0 

第４位　スウェーデン　57.6 

第５位　スイス　    55.4 

第８位  日本　 53.9 

第１位　日本　68.6 

第２位　韓国　61.8 

第３位　米国　57.5 

第４位　スウェーデン　57.1 

第５位　オランダ　56.0 

ＩＣＴ総合進展度

第２位
第１位　韓国　60.9 

第２位　日本　58.6 

第３位　デンマーク　58.0 

第４位　スウェーデン　57.6 

第５位　米国　55.8 

 図表 1-1-3-2 ICT総合進展度、分野及び指標別のランキング
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ウ　ランキング上位国の状況
●日本以外の諸国については、全体的なバランスを保ちつつ特定の指標で強みを示す傾向
　最後にICT総合進展度の上位5か国のうち日本以外の諸国の特色について、分野及び指標単位で比較した結果（図
表 1-1-3-3）に基づき以下にまとめる。
○ 韓国
　日本と同様、基盤（整備）に注力している一方で、基盤（普及）、利活用についても全体的に高い値を示しており、
特に「3. 政府の利活用」分野の「（3）国民向けサービス充実度」は 25か国中第 1位となっている。
○ デンマーク
　「（10）携帯電話料金」は 25 か国中第 1位で、他には「（14）安全なサーバ数」「（15）インターネットホスト数」
で高い値を示している。
○ スウェーデン
　25か国中第 1位の「（6）固定ブロードバンド普及率」の高さから、「（1）個人インターネット利用率」「（2）企業
インターネット活用度」についても 25か国中第 1位である。
○ 米国
　基盤（普及）は見劣りする一方で、基盤（整備）と利活用はバランスの取れた値を示している。インターネット
発祥国であることから「（15）インターネットホスト数」については、25 か国の中で 2位以下をはるかに上回り第
1位となっている。

スウェーデン

日本以外の4か国は全体的にバランスがとれている上、韓国、スウェーデンは利活用関連、デンマークは基盤（普及）関連、
米国は基盤（整備）関連の指標でそれぞれ第1位を獲得している

8．許容性

7．安定性

6．先進性

5．モバイル環境普及

4．固定ネット普及

3．政府の利活用

2．企業の利活用

1．個人の利活用

50

55

45

60

65

70

75

80

利活用

利活用

利活用

基盤（普及）

基盤（普及）

基盤（整備）

基盤（整備）

基盤（整備）

60.8
64.9

66.1

64.7
61.0

77.8

66.2

67.0

（分野別）

スウェーデン

韓国

韓国

韓国

デンマーク

日本

日本

第4位：スウェーデン
第3位：デンマーク第2位：日本第1位：韓国

第5位：米国

 図表 1-1-3-3 ICT総合進展度上位5か国の分野別及び指標別比較 
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第1部 ICTの利活用による持続的な成長の実現～コミュニケーションの権利を保障する「国民本位」の ICT利活用社会の構築～

●ブロードバンドの世帯における利用状況には世代間・地域間格差が依然存在
　ICTは国民のコミュニケーションの権利を保障し、社会生活におけるさまざまな効用を高めるものであるが、
ICTアプリケーションがスムーズに利用可能となるブロードバンドが全ての世帯に普及し、すべての国民がその
恩恵を受けることが最重要課題である。しかし、ブロードバンドの世帯における利用状況には世代間・地域間格差
が依然存在している。
　まず、世代別について、利用状況をみると、13歳から 59歳までについてはどの年齢層も平成 21年末の利用率
が 7割を超える上、前年と比べて増加傾向にある。一方で、それ以外の層、特に高齢層については高い年齢層にな
るほど利用率が減少していき、かつ 70歳以上となると前年と比べて利用率が減少する傾向がある（図表 1-1-3-4
　上図）。
　次に、都市規模別の利用状況だが、平成 21年末の利用率は、特別区、政令指定都市、県庁所在地が 55.8％、そ
の他の市部が 49.5％、そして町村部が 35％となっており、いずれも前年よりも増加しているものの依然として地
域間格差が顕著となっている（図表 1-1-3-4　中図）。
　それらに加えて、所属世帯年収別の利用状況をみると、平成 21年末の利用率は、世帯年収 400 万円以上では、
どの層も 5割を超えているが、400 万円未満の層をみると、200 万以上 400 万円未満で 35.6％、さらに 200 万
円未満となると 26％と、低所得世帯とそれ以外の世帯との間で格差があることが明確となっている（図表 1-1-
3-4　下図）。

（2）我が国の情報格差の現状

※　グラフの数値は当該分野で5か国中1位の国の偏差値（小数点第二位以下四捨五入）

（出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成22年）
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（
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帯
普
及
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（
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60.8
64.9 66.6

70.3

61.9 63.7

71.7
75.2

63.6

80.2

56.3

78.0

70.5

82.9

72.6

83.0

1．個人の
  利活用

2．企業の
利活用

利活用 基盤（普及） 基盤（整備）

3．政府の
利活用

4．固定ネット普及 5．モバイル環境普及 6．先進性 7．安定性 8．許容性

スウェーデン

スウェーデン
スウェーデン

デンマーク

デンマーク

韓国

韓国 韓国

韓国
韓国

米国

米国

日本

日本

日本

日本

第4位：スウェーデン
第3位：デンマーク第2位：日本第1位：韓国

第5位：米国

 図表 1-1-3-3 ICT総合進展度上位5か国の分野別及び指標別比較（つづき）
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（出典）総務省「平成21年通信利用動向調査」
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html

世代間、地域間、世帯所得間でブロードバンド利用に格差が存在

（世代別）

（都市規模別）

（所属世帯年収別）

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（％）

80歳
以上

70～
79歳

65～
69歳

60～
64歳

50～
59歳

40～
49歳

30～
39歳

20～
29歳

13～
19歳

6～
12歳

6歳以上
全体

47.0 45.149.3

85.8

44.0

88.5

69.1
74.0

89.0

68.3 71.1

85.3

64.768.8

86.2

65.768.1

86.9

48.2
54.2

84.5

33.7 36.2

83.8

13.1
24.2

83.1

13.2
8.1

73.3

4.6 2.6

76.1

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（％）

町・村その他の市特別区・政令指定
都市・県庁所在地

52.4 55.8

88.9

48.9 49.5

86.2

31.3 35.0

75.2

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
（％）

2,000万円
以上

1,500～
2,000万円
未満

1,000～
1,500万円
未満

800～
1,000万円
未満

600～
800万円
未満

400～
600万円
未満

200～
400万円
未満

200万円
未満

17.7
26.0

76.9

33.5 35.6

82.6

42.6
50.6

87.0

51.554.7

85.9

55.5 57.2

86.2

61.0 58.8

88.2

61.7 60.7

91.7

60.4
54.5

83.4

ブロードバンド利用率（平成20年末） ブロードバンド利用率（平成21年末）
自宅のパソコンを使ってインターネットを利用する人のブロードバンド利用率（平成21年末）

ブロードバンド利用率（平成20年末） ブロードバンド利用率（平成21年末）
自宅のパソコンを使ってインターネットを利用する人のブロードバンド利用率（平成21年末）

ブロードバンド利用率（平成20年末） ブロードバンド利用率（平成21年末）
自宅のパソコンを使ってインターネットを利用する人のブロードバンド利用率（平成21年末）

 図表 1-1-3-4 ブロードバンドの利用状況（属性別）
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●国民目線に立って想定した ICTサービスの国民の利用意向は 6割以上と高い
ア　国民目線に立った ICTサービスとは
　それでは、国民目線に立ち、利用者の利便性に配意した ICTサービスとはどのようなものなのであろうか。そ
のコンセプトとして「個人最適化（国民一人一人に合ったサービス）」「簡単・便利（誰でも、手軽に使えるサービ
ス）」「困ったときに（生活で困ったときの助けとなるサービス）」「生活に密着（生活への係わりが深いサービス）」
という 4つの視点を設定した（図表 1-1-1-6）。

（3）国民目線に立った ICTサービスの利用意向

（出典）総務省「ICT利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査研究」（平成22年）

「個人最適化」「簡単・便利」「困ったときに」「生活に密着」の視点を設定

国民目線に
立った新たな
ICTサービス

簡単・便利
誰でも、手軽に
使えるサービス

個人最適化
国民一人一人
に合ったサービス

困ったときに
生活で困ったときの
助けとなるサービス

生活に密着
生活への係わり
が深いサービス

 図表 1-1-1-6 国民目線に立った ICTサービス（コンセプトイメージ）

イ　国民目線に立って想定される ICTサービスイメージ
　さらに、国民の地域社会生活に身近な「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」の 3分野を設定し、上記の
「個人最適化」「簡単・便利」「困ったときに（助けとなる）」「生活に密着」といった国民目線に立って総務省が独
自に想定した ICTサービスのイメージを図表 1-1-1-7 のとおり、3つずつ作成した。

「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」の3分野を設定し、「個人最適化」「簡単・便利」「困ったときに」「生活に密着」
といった国民目線に立って総務省が独自に想定したICTサービスのイメージ

分野 サービス名 イメージ

医療・健康

健康状態に合わせた
最適健康管理
サービス

・自身の属性情報（身長・体重など）や既往歴といった健康情報、日々の運動量などについ
て、このサービスのサイトで管理することが可能
・自身の健康状態に合った最適なアドバイスを受けたり、最寄りの市区町村で実施している
検診案内を受け取ることができ、病気の発症・悪化の予防に役立つ

病状に合わせた
最適医療サービス

・自身の診察情報（カルテ情報など）や属性・健康情報（身長・体重、既往歴など）につい
て、このサービスのサイトに登録することが可能
・登録している情報を、病院、診療所などに開示することができ、自身の病状に合った最適
な診察を受けることができるとともに、重複診察の回避や、近隣の診療所での診察結果を
受けて総合病院で引き継ぎ診察を受けるといった使い方も可能

診察の事前予約
サービス

・自身の住んでいる地域、病状・健康状態など、特定の条件に合わせて、全国から自身に
合った最適な病院、診療所を検索することが可能
・検索結果の病院、診療所について、診察時間（営業時間）やアクセスマップを確認できる
とともに、診察の空き状況も確認でき、空いている時間帯であれば診察の予約を行うこと
が可能

個に応じた学びと
教え合い、学び合う
教育サービス

・デジタル化された教科書・教材を活用して授業を行うことが可能（音声・映像などを活用
した学習が可能）
・個に応じた学びや、生徒間の教え合い、学び合いの場として活用することが可能

 図表 1-1-1-7 「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」における具体的な ICTサービス
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第1部 ICTの利活用による持続的な成長の実現～コミュニケーションの権利を保障する「国民本位」の ICT利活用社会の構築～

ウ　国民目線に立って想定される ICTシステム・サービスの国民の利用意向
　インターネット利用者を対象としたウェブアンケート調査 6により、上記 9つの ICTサービスイメージを提示
して、利用意向を尋ねた結果は図表 1-1-1-8 のとおりとなった。
　「医療・健康」分野の「健康状態に合わせた最適健康管理サービス」で「利用したい」と「機会があれば利用し
たい」と回答した合計の割合は 69.9％となった。同様に、「病状に合わせた最適医療サービス」は 75.8％、「診察
の事前予約サービス」は 81.9％となっている。
　「教育・就労」分野の「個に応じた学びと教え合い、学び合う教育サービス」は 54.6％、「オンライン教育ポー
タルサービス」は 62.9％、「教育・資格に基づいた就業支援サービス」は 60.5％である。
　「生活・暮らし」分野の「引越手続のワンストップサービス」は 77.2％、「税申告の作成等支援サービス」は
74.7％、「粗大ゴミ・不用品のリサイクルサービス」は 81.7％となっている。
　いずれも単純集計であり、利用が想定されない人の回答も含まれているが、ほとんどの ICTサービスについて
6割以上の国民に利用意向があることがわかる。

6 アンケート調査の実施の詳細については、付注 1参照

（出典）総務省「ICT利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査研究」（平成22年）

教育・就労

生活・暮らし

オンライン教育
ポータルサービス

・国内の大学・大学院・専門学校を中心に、開講しているオンライン講義の情報や、一般市
民を対象にした講演会・イベントなどの情報を一覧することが可能
・講義や講演会の中から、学びたい分野、受講方法、受講期間・時期など、自身に合った最
適な情報を検索することができるとともに、受講の申し込みや実際の受講ができ、その結
果に応じて単位や学位などを取得することが可能

教育・資格に
基づいた就業支援
サービス

・自身の学習歴や取得資格、職務経歴、目標・希望とする職業・キャリアプランなどの情報
について、このサービスのサイトに登録することが可能
・登録している情報に基づき、就業に関するアドバイスを受けたり、登録している情報をハ
ローワークや企業などに開示することで、相談の効率化・充実化や、企業からの採用スカ
ウトを受けることが可能
・自身が目標とする職業に応じて、その職業に必要な学習歴や取得資格などの情報を探すこ
とができ、一部は、サイト上で学習サービスを受けたり、資格試験を受験することが可能

引越手続の
ワンストップサービス

・引越しの際、各機関に提出する届出、各機関に連絡する情報などを、一括で手続きするこ
とが可能
・提出する届出に関しては、機関間（主に市区町村などの行政機関間）で届出を共有するこ
とにより、同じ届出を複数の機関に提出することの回避などが可能

税申告の作成等支援
サービス

・医療費控除等の対象となる消費支出について、支出証明となる領収書が電子化され、この
サービスのサイト（マイページ）で保管することが可能
・家計簿などと連動し、保管されている電子領収書を利用して、確定申告書の作成などが可
能

粗大ゴミ・不用品の
リサイクルサービス

・不用となった家具や家電製品などを引き取ってもらう際に、市区町村やリサイクル事業
者、家電メーカーなどの引き取り手数料・条件を一覧することが可能
・市区町村に粗大ゴミとして引き取ってもらう場合には、このサービスのサイトを通じて引
き取り日を予約し、同時に、引き取り手数料を支払うことが可能
・このサービスのサイトに不用品を登録することによって、他の人の不用品を閲覧でき、自
分にとって必要なものがあれば、消費者間で引き取ることも可能

 図表 1-1-1-7 「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」における具体的な ICTサービス（つづき）

ほとんどのICTサービスについて、6割以上の利用意向が認められる。特に利用意向が高いのは
「診察事前予約サービス」（医療・健康　81.9％）及び「粗大ゴミ・不用品のリサイクルサービス」（生活・暮らし　81.7％）

【医療・健康】
0 20 40 60 80 100（％）

診察の事前予約サービス

病状に合わせた最適医療サービス

健康状態に合わせた
最適健康管理サービス 9.5 60.4 22.1 8.0 69.9％

利用意向計

11.5 64.3 17.7 6.5 75.8％

20.4 61.5 13.4 4.7 81.9％

利用したくないあまり利用したくない機会があれば利用したい利用したい

 図表 1-1-1-8 「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」における利用意向
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第1節ICT 利活用の徹底による地域活性化

第
1
章

※　いずれもアンケート回答結果を人口補正した15～64歳の利用意向

（出典）総務省「ICT利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査研究」（平成22年）

【教育・就労】
0 20 40 60 80 100（％）

【生活・暮らし】
0 20 40 60 80 100（％）

教育・資格に基づいた就業支援サービス

オンライン教育ポータルサービス

個に応じた学びと教え合い、
学び合う教育サービス

粗大ゴミ・不用品のリサイクルサービス

税申告の作成等支援サービス

引越手続のワンストップサービス

利用意向計

利用意向計

5.7 48.9 32.6 12.8 54.6％

10.5 52.4 27.5 9.6 62.9％

9.7 50.8 28.8 10.6 60.5％

26.4 50.8 16.3 6.5 77.2％

17.6 57.2 18.0 7.3 74.7％

23.5 58.3 13.6 4.6 81.7％

利用したくないあまり利用したくない機会があれば利用したい利用したい

利用したくないあまり利用したくない機会があれば利用したい利用したい

 図表 1-1-1-8 「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」における利用意向（つづき）

エ　国民目線に立った ICTサービスの実現に向けた課題
● 「個人情報の保護・セキュリティ」「サービスによる効果の有無・必要性」は、多くのサービスに共通した不満・
不安

　今回提示した ICTサービスでは、ほぼ 6割以上の利用意向があることがわかったが、他方、「あまり利用したく
ない」「利用したくない」との回答もあり、全ての国民にとって価値のある ICTサービスとするには、まだ課題が
残されている。
　提示した ICTサービスによっては、「そもそも利用する場面が想定されない」「興味・関心がない」などの理由
で低い利用意向を回答した人もいれば、ICTサービスに対してある程度の価値を見出しつつも、利用することへ
の抵抗感、不安感を抱くために、それらが障壁となって低い利用意向を回答した人もいると考えられる。そこで、
何らかの抵抗感、不安感を抱いていると想定される「あまり利用したくない」と回答した人を中心に、ICTサー
ビスへの不満・不安を整理すると図表 1-1-1-9 のとおりとなった。
　不満・不安の内容としては、「個人情報の保護・セキュリティ」「サービスの効果の有無・必要性」「サービスの
利用に伴う手間」「サービスの利用に伴う費用」「オンライン化に伴う対人トラブル」などが挙げられた。特に「個
人情報の保護・セキュリティ」「サービスの効果の有無・必要性」は、多くのサービスに共通した不満・不安となっ
ている。
　　「個人情報の保護・セキュリティ」では、カルテ情報や納税情報などの個人情報を扱うため、オンライン上での
情報管理は不安である、といった意見が見られた。実際に ICTサービスを提供するためには、情報の取り扱いに
関する明確なガイドラインの策定や、セキュリティを担保するためのシステム上の仕組の構築などが必要と考えら
れる。また、「サービスによる効果の有無・必要性」では、既存のサービスに比べた優位性を見出しにくい（対面
教育の利点が損なわれる、オンラインでは形式的な教育に留まってしまう等）、といった意見が見られた。本サー
ビスの位置づけや、既存サービスとの使い分けについて、今後検討を深める必要がある。
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第1部 ICTの利活用による持続的な成長の実現～コミュニケーションの権利を保障する「国民本位」の ICT利活用社会の構築～

（出典）総務省「ICT利活用による地域活性化と国際競争力強化に関する調査研究」（平成22年）

「個人情報の保護・セキュリティ」「サービスの効果の有無・必要性」は、多くのサービスに共通した不満・不安

健康状態に合わせた最適健康管理サービス

病状に合わせた最適医療サービス

診察の事前予約サービス

個に応じた学びと教え合い、
学び合う教育サービス

オンライン教育ポータルサービス

教育・資格に基づいた就業支援サービス

引越手続のワンストップサービス

税申告の作成等支援サービス

粗大ゴミ・不用品のリサイクルサービス

個人情報の
保護・

セキュリティ

サービスの
効果の有無・
必要性

サービスの
利用に伴う
手間

サービスの
利用に伴う
費用

オンライン化
に伴う対人
トラブル

…不安が特に多い

…不安が多い

 図表 1-1-1-9 「医療・健康」「教育・就労」「生活・暮らし」の ICTサービスに対する要望
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第1節ICT のインフラ及び利活用に関する国際比較

基盤（整備）については3分野6指標、基盤（普及）については2分野6指標、利活用については3分野4指標を用いて、それぞれ評価

基盤（整備）

基盤（普及）

利活用 （２）企業インターネット活用度

１．個人の利活用 ２．企業の利活用
（３）国民向けサービス充実度

（４）行政内部効率化貢献度

３．政府の利活用

（９）モバイルブロードバンド普及率

（８）携帯電話普及率（５）インターネット世帯普及率

（６）固定ブロードバンド普及率

４．固定ネット普及 ５．モバイル環境普及

６．先進性 ７．安定性

（１４）安全なサーバー数

（１３）固定ブロードバンド品質（１１）固定ブロードバンド最高速度

（１６）光ファイバ比率

（１０）携帯電話料金（７）固定ブロードバンド料金

（１２）第３世代携帯比率

８．許容性

（１５）インターネットホスト数

指標

分野凡例：
（１）個人インターネット利用率

　日本における ICTインフラや利活用の普及状況を
振り返る前提として、現在の我が国の ICTインフラ

及び利活用状況が、現在、国際的に比較してどのよう
な状況であるか分析する。

● 包括的な 8分野 16指標で、ICTの基盤（整備、普
及）及び利活用の進展度を評価

　平成 22 年版情報通信白書第 1 部第 1 章第 1 節
3（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/
whitepaper/ja/h22/html/md113100.html）では、
我が国を含む 25か国について、ICTの進化、諸外国

における ICTの普及及び発展状況などを勘案した 8
分野 16指標を用いた国際比較結果を掲載した。本年
は、同指標を用い、同様の手法を用いて、新たに、地
域バランスを考慮し、東欧、中東等の国を加えた 30
か国 1間の比較により評価することとした。

評価手法1

我が国の基盤（整備、普及）及び利活用の進展度評価に使用する指標の構成図表 1-1-1-1

（出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成 23年）

ICT のインフラ及び利活用に関する国際比較第　   節１

　我が国の ICTインフラは世界最高水準と評価され
ており、その高度な ICTインフラが普及することに
より、多様なアプリケーションやサービスが提供され、
利活用の面での発展とともに、国民生活への浸透・貢
献することが期待されている。
　そこで、過去約 10 年における ICT インフラ環境
の変化を俯瞰し、ICTインフラの普及状況を把握す

るとともに、その上で実現してきたアプリケーション
やサービス等の普及状況についても俯瞰し、相互の関
係性等を分析する。また、このような ICT環境の進
展が、ライフスタイルをはじめとする国民生活や社会
環境等にもたらした影響や ICTを取り巻く社会的課
題の変遷等も分析する。

ICTにより国民生活は
どう変わったか

第   章1

1 地域バランス、出典データの入手容易性及び公表の継続性等を考慮して、昨年の 25か国（［1］日本、［2］米国、［3］英国、［4］韓国、［5］シンガポー
ル、［6］スウェーデン、［7］デンマーク、［8］イタリア、［9］インド、［10］オーストラリア、［11］オーストリア、［12］オランダ、［13］カナダ、
［14］スイス、［15］スペイン、［16］ドイツ、［17］ニュージーランド、［18］フィンランド、［19］ブラジル、［20］フランス、［21］ベルギー、
［22］ポルトガル、［23］南アフリカ、［24］ロシア、［25］中国）に、追加して 5か国（［26］ノルウェー、［27］アラブ首長国連邦（UAE）、［28］
エストニア、［29］マレーシア、［30］チリ）を対象とした
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　各指標は恣意性を排除かつ中立性を確保するため、
国際機関等によって既に公表されている最新データを

原則そのままの形で利用 2した上で、30 か国間での
偏差値を算出し、比較した。

● 全体の総合評価は 30か国中第 3位で、基盤（整備）
が先行する一方、基盤（普及）と利活用に課題

　比較した結果を図表1-1-2-1に示す。ICTの基盤（整
備、普及）及び利活用の進展度を表す全体の総合評価

（ICT総合進展度）では、第 1位韓国、第 2位スウェー
デン、第 3位日本、次いで、ノルウェー、デンマー
クとなり、我が国は30か国中第3位という結果となっ
た。

2 詳細については付注2を参照。また、（7）固定ブロードバンド料金、（10）携帯電話料金については、値が低くなるほど評価が高くなるため、逆数をとっ
ている。さらに事実誤認が明らかな場合、出典のデータをそのまま用いると公平性に欠ける場合にはデータを加工している

全体及び分野別の評価結果2

※　グラフの値はすべて偏差値（小数点第二位以下四捨五入）。また上位5か国（日本が含まれない場合は6番目に日本を追記）のみを掲載
※　各分野の偏差値は、含まれるすべての指標（偏差値）の平均
※　「利活用　総合」「基盤（普及）総合」「基盤（整備）総合」は、含まれる各分野の偏差値の平均
※　「ICT総合進展度」はすべての指標の偏差値の平均

我が国のICT総合進展度は30か国中第3位、内訳を見ると、基盤（整備）が第1位、基盤（普及）が第12位、利活用が第18位となっている

基盤（普及）　総合

第１２位 第１６位

利活用　総合

第１８位 第１２位
１．個人の利活用

第７位
２．企業の利活用

第２３位
３．政府の利活用

第１２位
４．固定ネット普及 ５．モバイル環境普及

基盤（整備）　総合

第１位 第１位
６．先進性

第３位
７．安定性

第１位
８．許容性

（１）個人インターネット利用率：12位

（５）インターネット世帯普及率：11位

（６）固定ブロードバンド普及率：１4位

（７）固定ブロードバンド料金：9位

（８）携帯電話普及率：25位

（９）モバイルブロードバンド普及率：3位

（１０）携帯電話料金：27位

（２）企業インターネット活用度：７位
（４）行政内部効率化貢献度：26位

（３）国民向けサービス充実度：11位

（１２）第３世代携帯比率：１位

（１１）固定ブロードバンド最高速度：１位

（１４）安全なサーバー数：15位

（１３）固定ブロードバンド品質：２位

（１６）光ファイバ比率：１位

（１５）インターネットホスト数：１１位

第１位　ノルウェー　61.5

第２位　オランダ　60.5

第３位　デンマーク　59.3

第４位　英国　57.9

第５位　フィンランド　  57.4

第12位　日本　  55.5

第１位　スウェーデン　67.9 

第２位　エストニア　62.1

第３位　韓国　61.9

第４位　英国　59.6

第５位　米国　59.4

第7位　日本　56.6

第１位　韓国　66.0 

第２位　シンガポール　61.7

第３位　カナダ　59.2

第４位　米国　59.1

第５位　スウェーデン　  56.3

第23位　日本　45.6

第１位  韓国  63.9

第２位  デンマーク  62.2

第３位  オランダ　61.2

第４位  スイス  60.8 

第５位  ノルウェー 59.7

第12位  日本   55.4

第１位　UAE　67.4 

第２位　フィンランド　63.9

第３位　スウェーデン　60.4

第４位　デンマーク　59.5

第５位　オーストリア　59.1

第１6位　日本　49.6

第１位　日本　76.0

第２位　スウェーデン　69.2

第３位　ポルトガル　64.8

第４位　韓国　　59.3

第５位　ノルウェー　56.4

第１位　韓国　67.7 

第２位　オランダ　63.3 

第３位　日本　60.8

第４位　フィンランド　60.4

第５位　スウェーデン　60.2

第１位　日本　66.6

第２位　米国　65.4

第３位　韓国　   59.0

第４位　デンマーク　57.2

第５位 スウェーデン　57.2

第１位　韓国　62.7 

第２位　スウェーデン　59.3

第３位　カナダ　58.5

第４位　米国　58.3

第５位　シンガポール　57.3

第１8位 日本　 50.8 

第１位　デンマーク　60.9

第２位　フィンランド　60.3

第３位　スウェーデン　59.6

第４位　ノルウェー　58.9

第５位　韓国　57.7

第12位   日本　52.5

第１位　日本　67.8

第２位　スウェーデン　62.2

第３位　韓国　62.0

第４位　米国　57.2

第５位　ノルウェー　56.4

ＩＣＴ総合進展度

第３位
第１位　韓国　60.6

第２位　スウェーデン　60.5

第３位　日本　57.8

第４位　ノルウェー　57.6

第５位　デンマーク　57.3

ICT 総合進展度、分野及び指標別のランキング図表 1-1-2-1

 （出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成 23年）

　続いて、基盤、利活用別及び分野別の詳細な結果を
みてみよう。基盤（整備）については、分野別で比べ
ると「7. 安定性」が第 3位であるものの、「6. 先進性」
及び「8. 許容性」の双方で第 1位となっているため、
総合でみると我が国が第 1位という結果となった。
　基盤（普及）をみると、分野別では「4. 固定ネッ
ト普及」が第 12位、「5. モバイル環境普及」が第 16
位であることから、総合で第 12位となり、基盤（整備）
の第 1位と比べると見劣りのする結果となっている。

詳細にみると、「（9）モバイルブロードバンド普及率」
が第 3位、「（7）固定ブロードバンド料金」が第 9位
であるものの、「（8）携帯電話普及率」が第25位、「（10）
携帯電話料金」が第 27位となっており、順位を押し
下げている。
　そして、利活用については、総合では第 18位で中
央（15 位）より下位といったように、基盤（整備及
び普及）の評価を考えると、特に下位の順位となって
いる。これについて分野別にみると、「1. 個人の利活
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第1節ICT のインフラ及び利活用に関する国際比較

ノルウェー

スウェーデン

日本以外の4か国は基盤（整備）、基盤（普及）、利活用で全体的にバランスがとれている

8．許容性

7．安定性

6．先進性

5．モバイル環境普及

4．固定ネット普及

3．政府の利活用

2．企業の利活用

1．個人の利活用
利活用

利活用

利活用

基盤（普及）

基盤（普及）

基盤（整備）

基盤（整備）

基盤（整備）

（分野別）

スウェーデン

韓国

韓国

韓国

日本

日本

50

55

60

65

70

75

80

61.5
67.9

66.0

63.9
60.4

76.0

67.7

66.6

第4位：ノルウェー
第3位：日本第2位：スウェーデン第1位：韓国

第5位：デンマーク

ICT 総合進展度上位 5か国の分野別及び指標別比較図表 1-1-3-1

● 日本以外の諸国については、全体的なバランスを保
ちつつ特定の指標で強みを示す傾向

　ICT総合進展度の上位 5か国のうち日本以外の諸
国の特色について、分野及び指標単位で比較した結果
（図表 1-1-3-1）に基づき以下にまとめる。
○ 韓国
　利活用で 30か国中第 1位、基盤（普及）で第 5位、
基盤（整備）も第 3位となっており、全体的に高い
値を示している。特に「3. 政府の利活用」分野の「（3）
国民向けサービス充実度」、「4．固定ネット普及」分
野の「（5）インターネット世帯普及率」・「（7）固定
ブロードバンド料金」及び「7．安定性」分野の「（13）
固定ブロードバンド品質」は 30か国中第 1位となっ
ている。

○ スウェーデン
　基盤（整備）、基盤（普及）、利活用いずれも全体
的に高い値を示しており、特に、「2．企業の利活用」
分野の「（2）企業インターネット活用度」は 30か国
第 1位となっている。
○ ノルウェー
　「1．個人の利活用」分野の「（1）個人インターネッ
ト利用率」や「5．モバイル環境普及」分野の「（10）
携帯電話料金」が 30か国中第 1位となっている。
○ デンマーク
　「4．固定ネット普及」分野の「（6）固定ブロード
バンド普及率」が 30か国中第 1位で、ほかには「（1）
個人インターネット利用率」「（10）携帯電話料金」
で高い値を示している。

ランキング上位国の状況3

用」は第 12位、「2. 企業の利活用」は第 7位であるが、
「3. 政府の利活用」は第 23 位と、今回評価した分野

の中で最も低い順位を示しており、今後、特に注力が
求められる分野であることが浮き彫りとなった。
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※　グラフの数値は当該分野で5か国中1位の国の偏差値（小数点第二位以下四捨五入） 

（指標別）

35
40
45
50
55
60
65
70
75
80
85

（偏差値）

（
16
）光
フ
ァ
イ
バ
比
率

（
15
）イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ホ
ス
ト
数

（
14
）安
全
な
サ
ー
バ
ー
数

（
13
）固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
品
質

（
12
）第
3
世
代
携
帯
比
率

（
11
）固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
最
高
速
度

（
10
）携
帯
電
話
料
金

（
9
）モ
バ
イ
ル
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
普
及
率

（
8
）携
帯
電
話
普
及
率

（
7
）固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
料
金

（
6
）固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
普
及
率

（
5
）イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
世
帯
普
及
率

（
4
）行
政
内
部
効
率
化
貢
献
度

（
3
）国
民
向
け
サ
ー
ビ
ス
充
実
度

（
2
）企
業
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
活
用
度

（
1
）個
人
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
率

61.5

67.9
63.9

71.2

65.1 63.6
67.0

80.4

65.3

52.7

74.5
78.6

73.4

81.1

1．個人の
  利活用

2．企業の
利活用

利活用 基盤（普及） 基盤（整備）

3．政府の
利活用

4．固定ネット普及 5．モバイル環境普及 6．先進性 7．安定性 8．許容性

ノルウェー

ノルウェー

スウェーデン スウェーデン

スウェーデン

スウェーデン

スウェーデン

デンマーク デンマーク

61.9
デンマーク

韓国

韓国
韓国

韓国
日本

日本

日本

81.2

第4位：ノルウェー
第3位：日本第2位：スウェーデン第1位：韓国

第5位：デンマーク

（出典）総務省「ICT基盤に関する国際比較調査」（平成 23年）
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